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 グローバル・イノベーション学研究センターでは、「グローバル・イノベーション学の研

究」の一環として、令和元年度に「新グローバリゼーションと日本経済」を主題とした研

究プロジェクトを実施してきました。この研究プロジェクトの目的は、「新グローバリゼー

ション」とも捉えられる世界の潮流の変化が日本経済に与える影響を評価し、また今後の

日本経済に対する政策を検証することにあります。この度、研究プロジェクトの成果を以

下の通り取り纏め、それぞれGIC Discussion Paper として公表することとしました。 

 

＜「新グローバリゼーションと日本経済」研究プロジェクト＞ 

第１章：新グローバリゼーションと日本経済：問題意識 

真鍋雅史（嘉悦大学）・竹中平蔵（東洋大学） 

第２章：「新グローバリゼーション」と経済：サーベイ 

平賀一希（東海大学） 

第３章：「新グローバリゼーション」とイノベーション：ファクトファインディング  

土屋貴裕（京都先端科学大学） 

第４章：新グローバリゼーションと日本経済：華為技術の事例  

真鍋雅史（嘉悦大学）・跡田直澄（京都先端科学大学） 

第５章：新グローバリゼーションと日本経済：政策的含意 

真鍋雅史（嘉悦大学）・跡田直澄（京都先端科学大学）・竹中平蔵（東洋大学） 

 

 本稿は、「新グローバリゼーションと日本経済」研究プロジェクトの成果の一部です。な

お、令和2年8月12日には、オンライン形式で「新グローバリゼーションと日本経済」研

究プロジェクトの成果報告会を実施し、多くの方々から有益なコメントを頂戴しました。

改めて記して感謝の意を表したいと思います。 

 

グローバル・イノベーション学研究センター センター長 

「新グローバリゼーションと日本経済」研究プロジェクト 主査 

竹中平蔵 
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東洋大学グローバル・イノベーション学研究センター 

「新グローバリゼーションと日本経済」研究プロジェクト 

 

第２章：「新グローバリゼーション」と経済：サーベイ1 

 

平賀一希2 

 

２．１ はじめに 

Baldwin (2019)によれば、「新グローバリゼーション」とは ICT 革命や航空貨物輸送の発

展、貿易・投資の自由化を通じ、先進国（特にG7 諸国）が世界全体のGDP に占めるシェ

アが停滞し、代わりに中国やインドなどの一部の新興国のシェアが増加するということが

発生している現象およびその影響について指している。 

 本章では、上記の「新グローバリゼーション」が進展することで経済に与える影響につ

いて、直接的、および間接的な影響を通じた効果に着目した上で、先行研究のサーベイを

行う。具体的には、貿易モデルによる貿易自由化の影響について振り返った後で、日本、

アメリカおよびイギリスで直面している貿易自由化、および排外主義的な動きについて、

学術論文のレビューを行いながら概観していく。 

 本章の以降の構成は以下の通りである。第 2 節では、貿易モデルを用いて、貿易自由化

などが進展するなどグローバリゼーションが進むことで生じる「便益」と「費用」が何に

あたるのかを概観する。第 3 節では、日本における貿易自由化の状況について、TPP 加盟

についての政治経済学的分析を、経済効果および選挙に与える影響について分析している

論文のレビューを行う。第 4 節では、アメリカにおいて、トランプ政権における経済政策

（「トランポノミクス」）が貿易政策に与える影響について、第 5 節では「Brexit」の影響に

関して分析している論文のサーベイを行う。第 6 節では、「新グローバリゼーション」が進

む中で、ポピュリズムの定義を踏まえた上で、ポピュリズムや反グローバル化といった極

                                                 
1 本研究は、東洋大学グローバル・イノベーション学研究センター「新グローバリゼーシ

ョンと日本経済」研究プロジェクトの研究成果である。本稿の作成に当たっては、竹中平

蔵東洋大学グローバル・イノベーション学研究センター長・教授をはじめ多くの方々から

助言を受けた。記して感謝したい。なお、本稿にあり得べき主張、誤りの一切の責任は筆

者個人に帰するものである。いうまでもなく、筆者の所属機関あるいは本プロジェクトの

実施機関の見解を代表するものではない。 
2 東海大学政治経済学部准教授 
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端な政策がなぜ、およびどのように広まっているかについて、西欧諸国の現状や学術論文

の知見について説明する。第 7 節で結論を述べる。 
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２．２ グローバリゼーションの「便益」と「費用」3 

 本節では、グローバリゼーションを進展することによる「便益」と「費用」の両面につ

いて国際経済（貿易）の議論を基に説明していく。 

 Ricardo の比較優位の概念によると、グローバル化によって経済活動が活性化し、世界全

体の経済厚生が改善することが示唆される4。一方、Heckscher-Ohlin モデルで想定する状況

では、生産技術あるいは（資本ストックや労働といった）生産要素の初期保有量の違いに

よって生じる（資本のレンタル価格（＝利子率）と賃金の）価格差が貿易の契機となる。

基本的には Ricardo の比較優位節と同様に、それぞれの国において比較優位のある（生産

要素の初期保有量の多い）財に特化することにより、両国において集計された経済厚生が

改善するという「便益」が発生する。一方、それぞれの国において比較劣位にある生産要

素の価格が下がることを通じて、比較劣位な生産要素から所得を得ている経済主体の厚生

は下がることが、「費用」として挙げられる。 

 Krugman (1979)の貿易モデルでは、生産における固定費用の存在と独占的競争に基づい

た貿易理論であり、特に産業内貿易による様々な貿易の利益を指摘している。

Krugman(1979)において貿易の利益として強調されたのが、規模の経済と競争促進効果であ

り、固定費用が存在する分、貿易により販売先が増えると製品 1 単位あたりの固定費を減

らすことができる。かつ貿易自由化により外国企業の参入により企業間競争を通じて独占

力を弱め価格のマークアップが減ることで、効率的になる。一方、独占力を持っている企

業の利潤が減少するため、補償がなければ既存企業によっては「費用」（損失）となる。 

 1990 年代以降の実証研究(Bernard and Jensen (1997), Pavenik (2002) etc.)において、輸出を

している企業のほうが国内販売のみの企業よりも高い生産性を示していること、関税の低

下等で輸入が増えると、規模の大きい企業がさらに大きくなり、規模の小さな企業は退出

する、ある産業で貿易が自由化されると、その産業の平均生産性が向上するなどといった

関係が明らかになった。これらの関係を説明するモデルとして、Melitz (2003)による異質的

企業の貿易モデルが挙げられる。Melitz(2003)のモデルの概要としては、異なる生産性を持

つ（操業していないものを含めた）企業が無数に存在し、生産を行うのに固定費用がかか

り、かつ貿易を行おうとすると、追加の固定費用がかかるものとして、これらの固定費用

                                                 
3 日本語の論文では、石瀬(2013)によって包括的なサーベイおよび解説が行われており、

本稿では石瀬(2013)を参照して記述する。 
4 リカードの比較優位の考え方によれば、2 国間において適切な交換比率で財を貿易する

ことで、両国にとってより望ましい消費配分を実現できることが知られている。 
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を支払っても利潤が出る生産性を持つ企業のみが操業、ないしは貿易を行う5。図２１．１

は企業の生産性分布と操業および貿易可能性の閾値の関係を示している。図２１．１より、

固定費の存在により、一定の閾値の水準を上回る企業のみ正の利潤を出せるために操業で

き、さらに貿易の閾値を超える企業はより高い生産性を持つ企業に限定されることが分か

る。図２１．２で示したように、貿易自由化することで、自国にとっても貿易するための

固定費用が減少することで、より多くの企業が貿易可能になる一方（貿易の閾値の左シフ

ト）、海外からもより多くの財が輸入されることで、消費財価格を下げ、実質賃金を増加さ

せる。すなわち、操業について払わなければならない固定費用が上昇する（操業の閾値の

右シフト）。平均で見ると、実質賃金が上昇し、財の消費量が増加するという「便益」があ

るものの、貿易自由化の進展により、操業の閾値に引っ掛かってしまう企業が存続できな

くなり、その企業で働いている労働者の雇用機会が奪われるという「費用」が存在する。 

 

  

                                                 
5 Melitz(2003)では、企業は労働のみを用いて差別化された財を生産し、(可変費用(賃金)以

外に)操業するために工場用地や生産設備の取得費用といった固定費を労働単位で支払う

ことを仮定している。また、貿易に関する固定費として、新規販売先を見つけるためのサ

ーチコストを固定費用とみなして考えている。 
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２．３ 日本におけるグローバル化進展の影響6 

 現在の日本では、2016 年 2 月に署名し 2018 年 12 月に発効した環太平洋パートナーシッ

プ(TPP)や、2017 年 12 月に交渉妥結し 2019 年 2 月に発効した EU との経済連携協定(EPA)

など貿易自由化の流れが進んでいる。また、TPP から離脱したアメリカとの間においても、

2019 年 10 月に署名した日米貿易協定など、貿易政策について多くの議論が平行して進ん

でいる。 

 TPP や日・EU の EPA の経済的効果については、内閣官房 TPP 等政府対策本部(2017)に

おいて、TPP については約 8 兆円、日EUEPA は約 5 兆円GDP を押し上げる効果があるこ

とが述べられている7。一方、農林水産省(2019)の試算では、農産物の生産額への負の影響

は 600 億～1100 億円程度であることが報告されており、純計でみると、大きな正の経済効

果が見込まれている。 

 一方、TPP など貿易自由化に対しては、政治的な議論では反対意見が小さくなく、特に

選挙において、保護主義的候補が票や議席を獲得するということが少なからず発生してい

る。Ito(2015)では、2012 年の衆議院選挙の立候補者のデータを用いて、選挙区の競争度が

貿易自由化に対する態度に影響を与えるのかの分析を行った。結果として、当落線上の候

補者は、2 位以下に大差をつけて勝利した候補者に比べ、貿易自由化に反対ないしは態度

を留保する傾向があることが（統計的有意に）確認された。また、Tomiura et al.(2016)では、

アンケート調査を基に貿易政策の選好を調べたところ、人々の現状維持につながる心理的

バイアスが保護主義的政策支持と結びついていることが分かった。すなわち、現状維持を

好む人は無意識に保護主義的な政策を選好してしまう行動バイアスを持ち、そのために自

由貿易協定への賛否を問われると「なんとなく」反対してしまうことが示唆される。久野・

直井(2013)では、企業レベルにおける TPP の賛否に対する態度の決定要因について、企業

アンケートデータを用いて分析している8。久野・直井(2013)より、資本集約度の高い企業、

既に輸出、輸入または海外に生産拠点を持っている企業はビジネス上の観点から TPP 締結

を歓迎する方向にあること、および製造業だけでなく、特定のサービス産業、地域におい

                                                 
6 本節では、伊藤(2017)の解説を参照して書いている。 
7 経済効果の試算には、GTAP(Global Trade Analysis)を用いて分析されている。 
8 使用するデータは、帝国データバンクが 2011 年 2 月 2 日から 15 日にかけて帝国データ

バンクの会員企業 4,183 社に対してインターネット上で実施した「グローバリゼーション

に関する企業の意識調査」から採取した。アンケートという表明選好を検証しており、顕

示選好ではないことには留意が必要である。 
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ても個別通商協定について固有のバイアスがあることが分かった。さらに、TPP 参加をめ

ぐる地方政府主導のネガティブ・キャンペーンが、県内企業の態度決定にシステマティッ

クな影響を与えた可能性が示されている。 

 以上をまとめると、TPP やEPA 等貿易開放政策についての経済効果については全体とし

てプラスの効果があることが確認された一方、「現状維持バイアス」などが生じることに

よって、変化が生じる貿易自由化などの貿易開放政策を懸念する意見も一定数存在するこ

とが分かった。 
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２．４ 「トランポノミクス」の影響 

アメリカにおいては、2016 年の大統領選挙にて、共和党からドナルド・トランプが当選

したことにより、トランプの政策主張に伴い、保護主義的経済、対外政策が執られるよう

になっている。具体的には、2017 年 1 月に TPP 離脱の発表や、メキシコなどの中米諸国か

らの不法移民侵入および麻薬の密輸を阻止するためのメキシコとの国境に壁を作ることを

提案したことが話題に上がった。また、2018 年 3 月より 1974 年通商法 201 条(セーフガー

ド)を基に、鉄鋼・アルミ製品に対する追加関税を課すとともに、同 301 条による技術移転

の強要や知的財産の窃取等の不公正な慣行や政策等に対する制裁措置として中国に追加関

税を課すなど、関税による輸入規制を強めている。 

上記の保護主義的貿易政策の背景には、不法移民を含め、中南米諸国からの移民が流入

することや、海外からの輸入が増加することで、国内産業の相対的衰退および(特に白人ブ

ルーカラー層の)雇用機会の減少が挙げられる。本節では、貿易や移民がアメリカの雇用や

経済にどのような影響を与えたのかという点に絞って議論していきたい。 

Autor et al.(2013)は、アメリカの地域別データを用い、中国の輸入品増加が当該地域の製

造業・非製造業の労働変数(雇用者数、賃金、社会保障受取額)に与えた影響を分析した。

Autor et al. (2013)の分析結果より、1990～2007 年の製造業雇用の減少幅の 21％が中国から

の輸入競争圧力、非製造業でも減少したことが示された。また、Autor et al. (2016)では、2002

年から 2010 年の連邦議会選挙および大統領選挙のデータを用い、中国からの輸入が急増

している地域において、共和党支持者の更なる保守化、民主党支持者の更なるリベラル化

という「二極化」が生じていることを示した。 

一方、Koopman et al.(2014)では、グローバルバリューチェーンの発達により、各国で生

産される中間財自体も自国だけではなく、外国からの輸入品も使われていることに着目し

た国際間産業連関分析(Inter-Country Input-Output table)を用いて分析を行った。Koopman et 

al. (2014)より、中国がアメリカに輸出する製品の中間財には、アメリカで製造されたもの

も含まれており、その影響を加味すると、実際のアメリカの貿易統計における対中貿易赤

字の約半分は過大評価されていることを示した。また、Feenstra and Sasahara (2018)では、輸

送、金融、コンサルティングといったサービス貿易を含めて検証した。具体的には「世界

産業連関表」を用い、複数の国の産業間の需要のリンクを考慮して分析をした。結果とし

て、1995～2011 年の輸出の増加により、米国雇用は製造業で 200 万人、資源関連産業で 50

万人、サービス業で 400 万人増加。(輸入の負の影響を相殺した)ネットインパクトだと、
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製造業は 50 万人のマイナス、サービス業は 120 万人のプラスで、トータルで 70 万人のプ

ラスがあることを示した。 

上記は財・サービスの貿易の効果のみを見てきたが、アメリカの雇用押し下げのもう一

つのチャネルとして、AI などの技術進歩による効果を検討する必要がある。例えば

Acemoglu and Restrepo (2018)では、産業用ロボット導入が、雇用人口比率、賃金を減少させ

たことを指摘している。 

これらの先行研究より、中国の対米輸出が米国経済や労働市場に与えた影響については、

様々な捉え方があるため、考えうるチャネルからの影響を鑑みた上で検討する必要がある

と思われる。 
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２．５ 「Brexit」の経済効果 

2016 年 6 月にイギリスにおいて EU 離脱を問う国民投票が行われ、離脱派が過半数を占

める結果となった。その後も政治的な混乱が見られたが、2019 年 12 月の総選挙において

も、速やかな EU 離脱(Brexit)を唱えるジョンソン首相率いる保守党が過半数の議席を獲得

し、ジョンソン首相は 2020 年 1 月までに離脱すると主張した。 

 本節では、イギリスが EU から脱退する影響について調べた研究について整理する。具

体的には、MacGrattan and Waddle (2020)におけるBrexit が生じた場合のイギリスや EU,およ

びそれ以外の国に与える経済的インパクトについてレビューを行う9。 

MacGrattan and Waddle (2020)では、Brexit が海外直接投資(FDI)、生産への影響について、

多国新古典派モデルを用いて分析している。具体的には、イギリスとイギリス以外の EU、

非 EU 諸国、北米 2 国(アメリカ、カナダ)、アジア諸国という 5 つの国地域が存在し、これ

らの国が互いに財や資本のやり取りを行っており、Brexit によってイギリスと他 EU 諸国

の間に貿易摩擦(trade friction)と FDI に対する取引費用が増加する状況を考えている。多国

間で自国と海外の両方の事業展開している多国籍企業によって使われる R&D、ブランド

や海外現地法人といった組織への投資によるノウハウの蓄積などといった「技術資本」

(technology capital)が含まれる。すなわち、資本移動が円滑に行われ、活発に FDI が行われ

る状況においては、多くの「技術資本」が EU とイギリスの間で相互に行き来することに

よって高い生産性を享受できるが、Brexit によって資本移動が阻害されることによって、

イギリス(および EU 諸国)の生産性が下がることが第 1 のコストとして挙げられる。第 2 の

コストは関税の引き上げなど「貿易摩擦」によるものである。MacGrattan and Waddle (2020)

では、両方のコストがそれぞれ 5％ほど上昇した場合において、イギリス、EU 諸国などに

どのような影響を与えるかについてカリブレーションを行って検証し、GDP のみで見ると、

FDI コストの上昇はイギリスの GDP を Brexit 前に比べ 1.9％減少し、EU 全体の GDP を

0.7％引き下げる。一方、貿易コストの上昇によって、イギリスのGDP は 1.0％増加し、EU

諸国では 0.1％減少することになる。最後に FDI と貿易コストの両方が増加した場合は、

イギリスのGDP を 2.1％、EU のGDP を 0.8％押し下げることを示した10。 

MacGrattan and Waddle (2020)では、代表的個人モデルで考えているため、所得別、産業別

                                                 
9 MacGrattan and Waddle (2020)のモデルの詳細や主要な結果については、補論を参照され

たい。 
10 GDP だけでなく、各国の(代表的)個人の効用で測った経済厚生の観点でみても、FDI

コストや貿易コストの上昇はイギリス、EU の両方とも減少する。 
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といったの違いには着目できていないという論点は残るが、経済全体に与える影響を俯瞰

するという意味においては、有益な示唆を与えている。 
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２．６ 「新グローバリゼーション」とポピュリズム 

 今までの議論において、「新グローバリゼーション」の進行とともに、「経済ナショナリ

ズム」や「ポピュリズム」による排外主義的な政策や政党がどのように嗜好されるのかに

ついて、および排外主義政策のコストについて議論してきた。本節では、「経済ナショナリ

ズム」がいかに進展してきたのかについて、「ポピュリズム」の定義を振り返りながら、文

献のサーベイを行う。 

 「ポピュリズム」の定義については、Mudde(2004)では一つの政治議題に対して「純粋な

人 (々pure people)」と「腐敗したエリート(collapse elites)」の間で二分されており、人々の手

に政治を取り戻すべきであるというイデオロギーであると指摘している。Mudde (2004)の

定義に従うと、既存のエリート政治家への不満がポピュリズムの背景にあり、これは有権

者の反エリート勘定と右派ポピュリスト政党への支持が欧州で広がっている事実と整合的

である。一方、Bonikowski (2016)では、ポピュリズムは一つに固まったイデオロギーではな

く、「多面的なフレーム(discursive frame)」を持ち、独自のイデオロギーを表明するためのも

のであると定義づけている。以上の議論を整理すると、「ポピュリズム」とは元々固有のイ

デオロギー(政策への嗜好)に基づいたものではなく、漠然とした概念である。「新グローバ

ル化」や金融危機など、何らかの影響によって生じた政治的論点が「イデオロギー」とし

て論じられ、その「イデオロギー」がポピュリズムを通じて実際の政治に影響を与えると

いうふうに読み取ることができる。 

 グローバル化と経済ナショナリズム(ポピュリズム)の関係について、欧州の現状につい

て整理した研究としてColantone and Stanig (2019)が挙げられる。「新グローバリゼーション」

などによって必然的に勝ち組と負け組が生じる中、負け組にカテゴライズされる人々は補

償ないしは再分配を求めるか、元の生活を取り戻そうとするかのどちらかの行動を起こそ

うとする。1990 年代以降になると、前者よりも後者の動きが強くなっており、それが「ポ

ピュリズム」に繋がっているとColantone and Stanig (2019)では述べられている。実際、図

２６．１のように近年「経済ナショナリズム」や「孤立主義の左翼政党(Isolationist left)」、

および極右政党といった反グローバリスト政党の得票シェアがヨーロッパ諸国で高くなっ

てきていることが示されている。 

 ただ、「ポピュリズム」が反グローバル化や移民排斥といった極端な政策を嗜好すること

はヒューリスティックなものではなく、理性的(合理的)結果として得られていることを指

摘する研究が出てきている。Acemoglu et al. (2013)では、ゲーム理論を用いて、過激主義と
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反エリート主義の結びつきを示している。具体的には、人々の間に反エリート主義的な選

好が強くなった場合、政治家は選挙に勝つために、自らがエリートではないことを証明す

るため、それが投票者の(エリートに対する反発を除いた)選好でみたときに望ましいかは

問わず、極端な政策を求める。結果的に、人々の反エリート志向を政治家が「忖度」する

ことにより「ポピュリズム」的政策として極端な政策に誘導されている。また、このよう

な極端な政策が合理的(だが最善ではない)均衡として存在しうるのである。また、Kaltwasler 

(2015)などによると、反移民の世論が高まり、極右政党の得票率が伸びると、周辺国でも同

様の論調が伝播するということが示されている11。 

 

  

                                                 
11 Kishishita and Yamagishi (2019)では、極端な政策を志向するポピュリズムが他国に伝播

するメカニズムについて、ゲーム理論を用いて分析している。 
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２．７ まとめ 

 本稿では「新グローバリゼーション」が進む中で、それとは相反する世論や政治の動き

について、様々な視点からの知見から貿易自由化の効果や副作用としての費用、および人々

や政治家が極端な政策を志向するメカニズムについて概観してきた。貿易自由化による便

益や費用については、(Brexit という貿易規制という反例を含め)純便益がプラスになるとい

う研究が多くを占めているが、貿易・移民に関する規制を強める風潮が強くなっている動

きがポピュリズムとして発生していることを、合理的な意思決定や均衡として存在しうる

ことを確認した。 
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表２２．１ 貿易モデルの特徴 

    Ricardo Heckscher=Ohlin Krugman Melitz 

 貿易パターン     

 産業間貿易 ○ ○ × × 

 産業内貿易 × × ○ ○ 

 二国間の非対称性     

 生産技術 ○ × × ○ 

 生産要素初期保有量 × ○ × × 

 貿易の利益の源泉     

 比較優位特化 ○ ○ × × 

 規模の経済 × × ○ ○ 

 技術向上 × × × ○ 

 貿易の結果     

 平均的な厚生の増大 ○ ○ ○ ○ 

 要素価格の変化 × ○ × × 

 産業間の生産の変化 ○ ○ × × 

 産業内の生産の変化 × × × ○ 

(参照)石瀬(2013)の表1を基に筆者作成 
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図２２．１ 固定費用による企業の選別 

 

 

図２２．２ 貿易費用の低下と企業の選別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内のみ 非生産 

企業数 

生産性 

輸出 

生産の閾値 輸出の閾値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内のみ 非生産 

企業数 

生産性 

輸出 

生産の閾値

のシフト 
輸出の閾値

のシフト 



18 

 

図２６．１ ヨーロッパにおけるイデオロギー別投票比率(左図)と極右政党得票率の推移 

 

（出典）Colantone and Stanig (2019)のFigure 2より引用 

 

  



19 

補論 

Ａ２．１ MacGrattan and Waddle (2020)のモデル詳細と結果 

Ａ２．１１ モデルの基本設定 

I 個の(EU などの)国、州、県といった複数の地域による経済同盟(economic union)が存在

し、これらの経済同盟の中では、地域を跨いだ交易や多国籍企業への直接投資にはほとん

ど制限がないものとする。各経済同盟はそれぞれ異なる生産キャパシティ(関数)、TFP、貿

易財の取引や資本移動に関する政策スタンス(例.関税等)、および多国籍企業がどの程度自

国や外国で投資、生産を行うかの特徴を持っている。多国籍企業は自国ないしは海外で生

産する技術資本に対して投資を行う。自国で生産をすれば、輸送費などのコストを払う必

要はないが、外国の場合は、これらのコストや海外の規制に直面する。具体的なノーテー

ションとして、経済同盟 i の t 期におけるプラントの location の数は���、TFP の水準が���
であるとする。海外に進出した多国籍企業は専有技術(proprietary technology)��を持ち、各

国における貿易コスト������および経済同盟 i の対内外直接投資に関する開放度	�����を
考慮して生産の意思決定を行う。 

 

Ａ２．１２ 企業 

 MacGrattan and Prescott (2009)と同様に、(多国籍)は自らが保有する専有技術��に基づい

て、世界中のどの location に労働や資本を投じるか(すなわちどれくらい生産するか)の意思

決定を行っている。資本については、物的資本(機械、土地等)と無形資本(R&D、ブランド、

組織体系等)があり、無形資本については、一部は地域特有(location-specific)である(例:地域

における消費者・顧客リスト)であり、また一部は非競合的で全地域で利用可能なものもあ

る(例：R&D)。地域特有無形資本と労働は結合投入要素zとして表される。企業はR&D へ

の投資を行い、結合生産要素を用いて以下のような生産関数 

 

y = �����    ��. 1� 

 

をある location i で行う「設計図」(非競合的であると仮定)を持つと仮定する。 

 もし経済同盟 i が完全に市場を開いていない(関税などの貿易規制がある)場合、経済同

盟 i が外国(経済同盟 j(≠i))で生産関数は以下のようになる。 
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y = 	�����������. 2� 

 

	���� ∈ �0,1�かつ � ∈ ��、��は経済同盟 j における技術発展度の集合と定義される。もし

	���� = 1であれば外国企業と自国企業は対照的(同質的)に扱われ、(A.1)式と同じになる。

いっぽう、もし	���� = 0であると、経済同盟 i は海外技術ωの使用を締め出していること

になる。	����は対内 FDI に対する受入度合を表すものであり、現実的には	���� ∈ �0,1�
となる。 

 プラントレベルの生産関数は z に関して収穫逓減であるため、企業は(��個のプラントを

集計した)総生産を最大にするようにプラントごとの資源配分を行う。M���は技術�を持

つ企業の(「設計図」やノウハウといった企業内)技術資本の総ストックである。企業 i が

�����単位の合成投入要素を持つならば、最適な
��� �

!� �"�のシェアが求められる。この場合、

企業 i の総生産関数は以下のように与えられる。 

 

#���� = 	�������$���������������       ��. 3� 

 

�����は労働&����、物的資本'(,����、無形資本'),����から構成される。 

(A.3)式を見て分かるように、MacGrattan and Waddle (2019)における生産関数は標準的な

love-of-variety タイプの内生的成長モデルとなっている。 

 次に、MacGrattan and Waddle (2019)における多国籍企業の問題について考える。多国籍企

業は世界全体での税引き後配当の割引現在価値�1 − +,�� ∑ .�/����� を最大化するように

投入要素の量を選択する(+,� :配当課税率、.� :Arrow-Debreu 証券の価格)。配当の総支払額

は FDI を行っている各経済同盟からの配当支払いの合計となる、すなわち、/���� =
∑ /������   

 

/����� = 01 − +1�2 34�����5#����� − 6('(,����� − 7),����� − 8����7!����9 − :��&�����;
− 4�����5'(,��<���� − '(,�����9.        ��. 4� 

 

経済同盟 i からの配当は税引き後利潤に R&D や他の無形資産投資への補助金を足した

値として計算される(+1�：法人税率、:��：賃金、6(：物的資本減耗率、7),�����:location-specific
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な無形資本への新規投資額、7!����：新たな技術資本への投資、8���� = 1(� ∈ ��のとき)

となり、それ以外だと０と仮定(企業が進出する経済同盟でのみ技術が発展・投資が行われ

ると仮定する)。実物資本への新規純投資分については、費用とみなさずに、税引き後利潤

から配当額の差額分として計算される。 

 各資本蓄積式は以下の通りとなる。 

 

'(,��<���� = �1 − 6(�'(,����� + 7(,����� − ?07(,����� '(,�����⁄ 2'(,����� ��. 5� 

 

'),��<���� = �1 − 6)�'),����� + 7),����� − ?07),����� '),�����⁄ 2'),����� ��. 6� 

 

$�<���� = �1 − 6!�$���� + 7!,���� − ?07!,���� $����⁄ 2$���� ��. 7� 

 

?で表される項は各資本の調整費用関数を表している12。 

 

Ａ２．１３ 家計 

 経済同盟 i にいる(代表的)家計は以下の問題を最適化するような、財 ω についてのすべ

てのバラエティからなる消費集合D�����、労働供給&��、会社の(保有)シェアE�����、債券

F��<�の量を選択する。 

 

max J K��LMN�D�� ���⁄ � + OLMN�1 − &�� ���⁄ �����   ��. 8��  

 

予算制約式 

 

                                                 
12 カリブレーションにおいては、φ�7 '⁄ � = �R

S �7 '⁄ − 6 − TU��Vという関数型で分析す

る(TU:経済成長率のトレンド)。 
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J .� WJ 4�����D����� + J 0E��<���� − E�����2 + F�,�<� − F�,� X�

≤ J .� W01 − +Z,��2:��&���

+ 01 − +,,��2 J /�����E����� + [\�F�,�<� + ]�,� X , ��. 9� 

 

where 

 

D�� = _J D�����`��`
 a

``�� , bcdℎ f > 0  ��. 10� 

ρ:異なる財の間の代替の弾力性(ρ＞１だと代替的、0<ρ<1 だと補完的)、[\�:税調整後の国際

間無リスク貸出(借入)金利、���：経済同盟 i の人口(プラント数と同じであると仮定)、]�,�:

政府からの補助金や non-business による外生的な純所得13。 

 各財については、自国企業のものを購入した分D��h���と海外から購入した分D��(���を結

合した合成消費として、以下のように描かれる。 

 

D����� = iD��h���j��j + D��(���j��j k
jj�� ,   � ∉ �� & n > f. 

 

海外で生産される財は FDI に規制がかかる状況(	���� < 1 )では生産水準が減少してしま

い、shipping cost や関税などのコストが追加的に�����4����かかる。 

 

Ａ２．１４ 市場清算条件 

各ωにおいて、以下の資源制約式が満たされる。 

 

#����� = D��h��� + 7(,����� + 7),�����, p ≠ c 
 

                                                 
13 Non-business net income を含める理由としては、モデルをデータに当てはめるための工

夫である。 
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#����� = D�� ��� + J 01 + �����2rs� D��(��� + 7(,����� + 7),����� + 7!���� + 7tu\,��

− #tu\,�� ,   ��. 11� 

 

ここで、i はこの技術を持つ多国籍企業がある経済同盟の地域を指し、j は外国の経済同盟

を表す。 

 市場清算条件における財価格は以下の式を満たすように求められる。 

 

4�� = iJ 4�������`
 k

���`,   
 

経済同盟 i の各ωにおける財の価格は、 

 

4����� = �4��h�����j + 4��(�����j� ���j, 
 

4��h���は i における生産者価格、4��(���は j における生産者価格に trade cost を加えた値に

なる(4��(��� = 4�����01 + ������2)。 

 

債券の市場清算条件は∑ F��� = 0、企業のシェアの市場清算条件は∑ E��� = 1となる。 

労働市場の生産条件は 

 

&�� = J &����� + &vu\,��, ��. 12� 

 

&vu\,��:non-business への労働供給を表す。 

 

Ａ２．１５ GDP 統計との接合 

モデルにおける名目GDP は以下のように計算される。 

 

w/4�� = 4�����5#����� − 7),����� − 8����7!����9－4u\,��7vu\,�� , ��. 13� 
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4u\,��:nonbusiness 財の物価指数(経済同盟 i で発展した技術の価格指数であると仮定)。 

 

海外からの純要素所得受取(NFR)と純要素所得支払(NFP)は以下のように表される。 

 

�xy�� = J J 0/����� + 4�����5'(,�,�<���� − '(,�,����92 ∈z��s�

+ J J E�����/���� ∈z��s� + {|}�[\�F�� , 0�   ��. 14� 

 

�x4�� = J J 0/����� + 4�����5'(,�,�<���� − '(,�,����92 ∈z��s�

+ J J E�����/���� ∈z��s� + {|}�−[\�F��, 0�   ��. 15� 

 名目表示の輸出(EX)と輸入(IM)は以下のように表される。 

 

~7�� = J J 4����� 31 + ������; D��(���  ��. 16� ∈z��s�  

 

 

Ａ２．１６ Post-Brexitの経済効果分析 

モデルのパラメーター設定は表Ａ２１．１および表Ａ２１．２の通りとしたうえで、FDI

のコストが 5％に増加する(イギリスと EU の間の σがそれぞれ１から 0.95 に減少)した場

合の分析(表Ａ２１．３)と、Trade cost が 5％上昇する(イギリスと EU の ξがそれぞれ０か

ら 0.05 に増加)した場合の分析(表Ａ２１．４)、およびどちらも含んだ場合の分析(表Ａ２

１．５)の３つのシナリオ分析について、比較静学(定常状態同士の比較)を行っている。 
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表Ａ２１．１ パラメーター設定 
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表Ａ２１．２（１） FDIの開放度σの国際間行列 

 

 

表Ａ２１．２（２）Trade costξの対応行列 
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表Ａ２１．３ FDI コストが 5％上昇した場合の各国の経済変数に与える影響（Brexit 前

との比較） 

 

 

表Ａ２１．４ 貿易コストが5％上昇した場合の各国の経済変数に与える影響（Brexit前

との比較） 
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表Ａ２１．５ 貿易コストと FDI コストの両方が 5％上昇した場合の各国の経済変数に与

える影響（Brexit前との比較） 
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